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特徴的な回答

八王子市職

�@セクハラ・パワハラ防止については、労災になることを周知、職員の懲戒処分の標準例を定めている。

�A臨時・非常勤の処遇改善、2011年任期付き短時間勤務職員、再任用短時間勤務職員の育児休業・部分休業を新設。2012年

度は特例臨時職員の生理休暇を有給とした。

青梅市職

確認事項�@育児・介護休業法の一部改正を踏まえ「短期介護休暇制度」「時間外勤務の免除制度」「育児休業の申請可能条件

の緩和」について、国、都に準じて改正したことを、職員にわかりやすく周知する。�Aセクハラ、パワハラ防止対策の強化。�BＷＬ

Ｂの理念を踏まえ推進所管を職員課とし、労使が協力して対応。�C臨時職員等の処遇については、男女平等の観点から、行政

組織の中での業務の関わりと役割を確認する中で、雇用条件等について引き続き改善に向けて協議を行う」

町田市職労

�@２０１１年締結した、ＷＬＢの推進所管を早急に位置づけ、行動指針の具体化を測る。

�A嘱託員の妊婦時短、妊娠症状対応休暇、母子手帳健康診断休暇の制度化（無給）を検討。

�B長時間労働の縮減のための具体策を実施。

�C男性の育児休暇取得について、目標値を設定し取得の向上に勤めるとともに、代替の正規職員配置に努力する。

調布市職労

�@民間シェルターへの運営経費の補助について制度化している。

�A臨時非常勤の年休、忌引き休暇、夏季休暇は制度化

�B育児・介護休業、子ども看護休暇は社会情勢を踏まえ検討。

西東京市職

�@ＷLB促進のため２０１１．４から育児短時間勤務制度、自己啓発休業制度及び修学部分休業制度を導入している。

�Aリフレッシュ休暇、修学部分休業、自己啓発休暇、は制度化している、不妊治療については病気休暇で対応している。

�B嘱託職員に有給の短期の介護休暇を導入。臨時・非常勤等職員における賃金・待遇の改善については、他市の動向に注視し

つつ、引き続き臨時職員および嘱託職員処遇等検討委員会において協議していきたい。

�C職場におけるセクシャルハラスメント、パワーハラスメントの防止については、平成24年２月にパワーハラスメント防止研修を実

施しており、今年度も研修を実施している。また、労使で準備委員会の設置を予定している（非正規もメンバー）。

小金井市職

�@2012.4小金井市職員ハラスメント防止要綱を制定。

清瀬市職

�@２０１１年度から嘱託職員の休暇制度について、無給ではあるが子の看護休暇、短期の介護休暇を制度化

�A今後所管を設け、ＷＬＢ労使宣言の推進に向けて協議する。

国分寺市職労

�@公正労働を実現するために〜公共調達条例案が市議会において可決されており、施行後にこの条例の規定に則った運用を

図っていく

東村山市職労

�@育児休業・部分休業は号給調整から除外し、育児休業期間に係わる退職手当の除算割合については全期間1/3�

�A労働時間短縮について、長時間労働職員に「疲労蓄積度自己診断チェツクリスト」で健康相談を実施。

東久留米市職

�@2011..C119からセクハラ・パワハラホットラインを開設。保健師による相談、職員課での相談

あきる野市職

�@特定事業主行動計画に、男性の育児休暇取得目標を設定し、２０１１年度１人が取得した。

日野市職

�@更年期障害についてのＰＲ活動の実施。導入は考えてない。

�Aパワハラについては、セクハラ防止対策・苦情処理委員会で引き続き協議する。

２０１3年度男女平等統一闘争ニュース

ＮＯ.１　２０１３年６月１７日
自治労東京都本部男女平等産別統一闘争委員会

★回答状況
皆さまの男女平等統一闘争の取り組みに敬意を表します。
さて、６月２８日の統一交渉日までに、多くの単組で交渉が持たれ１４市、1区から（練馬、八王子、立川、三鷹、青梅、町田、調布、西東京、小金井、清瀬、国分寺、東村山、東久留米、あきる野、日野）回答書が提出されています。
この時点で、妥結の方向は７単組（立川、三鷹、青梅、町田、東村山、清瀬、あきる野）です。７月に入ってから交渉継続は１０単組（練馬、府中、国分寺、羽村、福生、狛江、自治労多摩、東久留米、日野、日の出）となります。
なお、７月に要求書提出予定は、豊島、渋谷。春闘要求に盛り込んだ中野は5月に回答済み。10月秋闘で武蔵野。都労連福祉要求６月27日提出の回答は10月となります。

<特徴的な回答>
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区分

 

特別職非常勤職員

 

一般職非常勤職員

 

臨時的任用職員

 

 

任期付短時間勤務職員

 

任用根拠

 

地公法３条３項３号

 

地公法

17

条

 

地公法

22

条

 

 

任期付法５条

 

人員

 

約

20

万人

 

約

10

万人

 

約

20

万人

 

 

約

1,500

人

 

地公法

 

地公法適用なし

 

地公法適用あり

 

地公法適用あり

 

 

地公法適用あり

 

採用の要

件・対象

 

臨時又は非常勤

の顧

問、参与、調査員、

嘱託員及びこれらの

者に準ずる者の職

 

【地公法３条３項３

号】

 

職員の職に欠員を生

じた場合の任命の方

法の一つとして、採

用を規定

 

【地公法

17

条】

 

�@緊急の場合

 

�A臨時の職の場合

 

�B任用候補者名簿が

ない場合

 

【地公法

22

条】

 

 

�@一定の期間内に終了することが見込まれ

る業務

 

�A一定の期間内に限り業務量の増加が見込

まれる業務

 

�B住民に直接提供するサービスの提供体制

の充実

 

�C部分休業を取得する職員の業務の代替

 

【任期付法５条】

 

採用の方法

 

法律の規定なし

 

〔面接等による〕

 

競争試験又は選考

 

〔面

接等による〕

 

法律の規定なし

 

〔筆記試験、面接等

による〕

 

 

競争試験又は選考【地公法

17

条】

 

※再度任用は公募が原則。

 

任期

 

法律の規定なし

 

〔通常１年が多い〕

 

６月以内、

 

最長１年まで更新可

 

【地公法

22

条】

 

 

３年以内（特に必要がある場合は５年以内

)

 

【任期付法６条２項】

 

 

   

 

再度の任用は可能

 

（３年又は５年の雇用上限を設置する場合がある）

 

 

 

給与

 

報酬及び費用弁償【自治法

203

条の２】

 

（常勤の場合には給料及び手当）

 

給料及び手当

 

【自治法

204

条】

 

（常勤でない場合は

報酬及び費用弁償）

 

 

給料及び手当【自治法

204

条】

 

（扶養手当などの生活関連手当、退職手当

 

などについては、支給が適当でないと総務

 

省通知はしている）

 

 

※現業職員には給料及び手当【地公企法

38

条】

 

 

 

（注１）人員は、

2008

年４月総務省調査。自治労調査では全体で約

60

万人と推計（これは６ヵ月未満任用を含めた数字）。

 

（注２）〔

 

〕内は実態上多くみられる運用。

 


· ６月２７日　都労連福祉関係要求書を提出
2012年 都労連福祉関連要求書

震災復興や原発をめぐる問題への対策はすすまず、深刻さを増す社会経済情勢にあって、労働者･国民の生活実態はさらに厳しいものとなっています。就職難や非正規雇用の増大が貧困と格差を広げ、若年層の自殺の増加にもつながっていることが指摘されています。

雇用情勢を転換し、労働者の働き方を改善してワーク・ライフ・バランスをすすめる上で、公務労働における要求実現・制度改善が果たす役割は重要であり、とりわけ、福祉関連要求の前進は、ディーセント・ワークの実現にも結びつくものと考えます。

都労連福祉関連要求は、都に働く職員の長年にわたる切実な要求です。同時に公務能率の向上からも速やかな改善が望まれています。さらに、制度があっても休暇等が取得しにくい現状があります。「特定事業主行動計画（後期計画）」を実効あるものとするためにも、制度の改善とともに、とりわけ育児・介護を抱える職員が安心して休暇取得できるよう、職員の意識啓発や人員配置や制度周知など職場環境の整備や職場風土の醸成も必要です。

「男性も女性も家庭生活・社会生活に対等な立場で参画し、責任を分かち合う社会」の実現に向け、2012年福祉関連要求を提出します。都側の誠意ある回答を求めます。

１．次世代育成支援対策にかかわる事項

〔職員次世代育成支援プランについて〕

(1)
次世代育成支援プランを周知するとともに、休暇等の取得率向上を実現するため、取得しやすい環境整備に努めること。

(2)
管理職研修に取り入れること。

(3)
職員代表と意見交換を行い、必要な見直しを行うこと。

〔妊娠・出産にかかわる事項〕

(1) 産休を延長すること。また、正規職員による産休代替措置を全職種に拡大すること。あわせて、産休･育休引き継ぎ制度を拡大すること。

(2) 妊娠症状対応休暇を、以下のとおり改善すること。

①取得方法を弾力化し、積み上げ方式にすること。②14日に延長すること。③代替保障を行うこと。

(3) 早期流産休暇について、期間延長など拡充すること。

(4) 妊婦の母体保護の観点から、妊婦通勤時間については1日60分を90分とし、全妊婦を対象とすること。

(5) 妊婦の風疹予防のための啓発・検査等の事前措置を講ずるとともに、感染のおそれのある業務にある職員に対して一定の勤務上の措置を講ずること。

(6) 母子保健健診休暇について、妊娠判定の診断を行う初回の通院を回数に含むとともに、親学級も対象とすること。

(7) 妊産婦の休養職免（ア）を勤務の始めと終わりに取得「可」とし、他の規程によるものとの連続取得を認めること。

(8) 全妊産婦について深夜業（宿直勤務を含む）及び夜間勤務を禁止すること。そのための代替職員を配置すること。

〔育児にかかわる事項〕

(1) 育児休業

①有給とすること。１）「給付金上限額」と1歳から１歳６ヶ月までの支給要件の撤廃。２）取得期間を期末手当の在職期間から除算しないこと。３）支給期間を３歳に達する前日までに延長するよう、政府関係機関に働きかけること。

②「里子」等を養育する場合も育児休業をとれるよう法改正を求めること。

③代替措置を必ず行い、原則として、正規職員を配置すること。とりわけ少数職場については、早急に実現すること。

④非常勤職員にも適用すること。

⑤育児休業終了後、復帰する職員に必要に応じてフォローアップ措置を行うこと。

⑥難病や重度の疾患により病児保育等受け入れ先がなく、子の養育ができない場合について、未就学児を対象に、相当と認められる期間について特例延長を新設すること。

⑦男性の育児休業取得を促すための環境整備と制度改善を行うこと。

(2) 部分休業

①有給とすること。当面休業手当金を給付するよう政府関係機関に働きかけること。

②取得単位を15分とすること。

③対象となる子の年齢を、小学校３年生まで引き上げること。

(3) 育児時間

①育児時間は120分とすること。

②期間を1年３カ月から３年に延長すること。

③妻の妊娠出産休暇中の夫である男性職員の育児時間を認めること。

④権利行使に支障がないよう、当局の責任で執行体制の確立を図ること。

(4) 育児休業・育児時間に引き続くものとして、 ｢保育時間（仮称）｣を新設すること。

①小学校終了までの子を対象とすること。

②有給とすること。

③１日90分とすること｡

(5) 育児短時間勤務

①正規職員による代替措置を行うこと。

②仕事の調整について、本人の意見反映の場を設けること。

③縮減時間について有給とすること。当面手当金を給付するよう政府関係機関に働きかけること。

(6) 子どもの看護休暇

①子ども一人につき10日間とすること。当面は、二人目以降、一人増えるごとに期間を増やすこと。

②小学校終了までの子を対象とすること。

③再雇用・非常勤職員については報酬の減額を行わないこと。

(7) 育児参加休暇については、法律上の親子関係の制限を改め、職員が実際に養育している子も対象にすること。あわせて、「養育の必要がある子」を小学校終了までの子とすること。

(8) 子どもの入学(園)式、卒業(園)式、授業参観、保護者会などの行事に出席するための「子育て休暇（仮称）」を新設すること。

(9) 育児にかかわる深夜業の免除

対象者について、「義務教育終了までの子」を養育する職員とすること。

(10) 母子保健法、予防接種法にもとづく検診、予防接種については妊婦および保護者に対して必要日数の全期間、職免を講ずること。

２．家族の看護等にかかわる事項

 (1)介護休暇制度

①期間を１年間とすること。

②取得日数は実際に取得した日、時間の積み上げ方式とすること。時間単位で取得する場合、中間の時間帯でも取得できるようにすること。

③代替措置の制度化を図ること。

④有給とすること。当面、休業手当金の支給期間を６月に延長するとともに、「給付金上限額」を撤廃するよう政府関係機関に働きかけること。

⑤利用形態の中途変更について、６ヵ月経過後であっても必要に応じた回数だけ変更できるようにすること。

⑥再雇用・非常勤職員の介護欠勤の改善を図ること。当面、時間単位で取得した場合の「雇用更新時の欠勤換算方法」を３日で１日の換算に改善すること。

(2)短期介護休暇制度

　　①申請の手続きを簡素化すること。

　　②日数を増やすこと。

３．勤務の軽減・通院にかかわる事項

(1) 勤務軽減措置について、医師が必要と認める場合を加える等、対象・期間・時間の拡充を図ること。当面、病気休暇を90日取得し、引き続き年休にて自宅療養した場合も、職場復帰後の勤務軽減期間を30日保障すること。

(2) 人工透析者、Ｃ型肝炎、鉄芽球性貧血をはじめ医療機関等へ定期的に通院する障害者・難病者等については、有給休暇（職免）措置を講ずること。

(3) 通院保障（休暇）制度を確立すること。

(4)病気休暇について

　①精神疾患に起因する場合やガン等の特定疾患による場合は、期間延長を認めること。

　②時間単位で取得できるようにすること。

　③職場復帰後、同一疾病等による再度の取得について、通算される期間を「１年以内」から短縮すること。

(5) 職場復帰訓練は、医師の診断・本人希望を優先させ、制度の趣旨に則った対応を徹底すること。

(6) 人間ドック職免制度を拡充すること。また、再雇用・非常勤職員も同等の措置をすること。

(7) 更年期障害のための検診・通院保障・勤務時間の軽減など必要な措置を具体化すること。

４．人事制度等にかかわる事項

(1) 退職手当の在職期間における育児休業期間の扱いを、「全期間、勤務した日とみなす」に改善すること。 

(2) 介護休暇、病気休暇等について、昇給にかかわる「欠勤等の日数の換算」を改善すること。

(3) 介護休暇取得者の社会保険料については、減額後の給与に見合う負担とし、給料月額によって決定された保険料との差額を免除するよう、政府関係機関に働きかけること。

５．生理休暇にかかわる事項

(1)　３日目以降の「病気休暇」については本人申請のみにより、診断書等の提出を求めないこと。
★都本部妥結基準　⑤についての進捗状況

⑤臨時・非常勤等職員の均等待遇の必要性を労使で確認するとともに、忌引き休暇、子どもの看護休暇、育児時間等を制度化し、有給とすること。

各単組で、未解決課題として一番多く挙げられている⑤について、自治体単組における、組織化の課題と平行した取り組みが急務である。

臨時非常勤等職員の制度について周知を図るとともに、均等待遇についての諸課題の実現をすすめていく必要がある。

また、今回交渉要件の、当事者の参加については、５市｛八王子、立川、調布、西東京、日野｝が臨時非常勤等組合員と協力した交渉体制により、回答を前進させている。
【資料】臨時非常勤等職員の制度（概要）
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